
松本勝男

ソーシャルイノベーション担当

上級審議役
倍倍ファイト！

　カンボジアのおみやげで定番になっているアンコールクッキー。同国の貧困状況に心を痛め、生活

の自立を支えるために1人の日本人女性が始めた事業は大きな飛躍を遂げました。アンコールワットの

入り口にある店舗の立地条件に加え、クッキーの形・味が評判となり、売上が拡大するにつれ、当初

数名だった従業員は100名近くに増えました。今では空港や同国内のイオンモールでも販売されていま

す。

　筆者がアンコールワットを初めて訪れた96年当時は、ホテルが近隣に３つしかなく、遺跡周辺はひ

なびた風景が広がっていました。今でも記憶が鮮明ですが、村落の小道を抜けると、突然アンコール

ワットの威容が目の前に現れ、その迫力に圧倒されつつ、心から感動しました。その後、2011年に家

族と訪問した際は、観光地化が進み、街の変容ぶりに目をみはりました。和平の恩恵が広がっている

ことを実感するとともに、アンコールクッキーのお店が繁盛していることがうれしかったのを覚えて

います。そう感じたのは、クッキー販売の経緯を以前から知っていたためです。

　アンコールクッキーの販売が始まった2000年当初は、社会に変化をもたらす「チェンジメーカー」

の存在が注目を浴びた時期でした。社会起業家の活動や社会的企業の取組に関心が集まっていた頃で

す。当時、筆者はベトナムのハノイでストリートチルドレンの職業訓練用レストラン開設を有志と進

めていましたが、カンボジアの担当でもあったので、アンコールクッキーの活動を知っていました。

貧困層を相手に活動を軌道に乗せる大変さを少しはわかっていたので、時を経てアンコールクッキー

の成功を目にして心が震えたのでした。

　個人が何か新しいことをはじめ、周りの状況を変えていくことは容易ではありません。途上国で活

動する協⼒隊の皆さんも現地では様々な壁に直⾯し、思うような活動ができない場⾯が多いと思いま

す。めげそうになりながらも、持ち前のやる気と⾏動⼒で状況を打開しようとする協⼒隊の姿は私た

ちのやる気を刺激します。今回紹介する活動はその⼀環ですが、JICA海外協⼒隊の皆さんから倍倍フ

ァイト！とエールをもらう気持ちになります。
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Q. どのような工夫ですか？

　⼤学の中だけに留まりがちなテクノロジーや人材を、社会とつなぐことを意識して活動しています。

例えば、⼤学のイノベーションを紹介するウェブサイトの整備や、企業・他⼤学との連携促進に取り組

んでいます。実際に東京⼤学松尾研究室が提供する無料AI講座を配属先の学⽣へ紹介し、⼤学の外にあ

る学びや挑戦の機会を届けました。その結果、配属先から4名の学⽣が優秀者として選抜され、⽇本を

訪問する機会につながりました。技術や人材そのものを育てるだけでなく、「機会と機会をつなぐこと」

を意識して活動しています。

Q. どうしてそれを思いつきましたか？

　配属先でも優れたテクノロジーや人材が⼤学の中に留まり、⼗分に活かされていない様子を⾒て、

「必要なのは新しい技術を⽣み出すことだけではなく、その技術や人材を外部の機会と結び付けること

ではないか」と考えるようになりました。協⼒隊員として使える予算や活動規模には限りがあります。

しかし、現地のニーズをくみ取りながら、既に存在する機会やネットワークとどのようにつなげられる

かを考えることも、価値ある支援の⼀つだと考えています。

Q. 取組を進める上で困難はありましたか？

　活動当初は、まず信頼関係を築くことが必要でした。⼤学、学⽣、研究者、企業、国際機関など、多

くの関係者がいる中で、それぞれの考え方や優先事項も異なります。そのため、⾃分⼀人で何かを実現

するのではなく、多くの人を巻き込みながら進める必要がありました。

Q. それをどのように乗り切りましたか？

　まずは⼩さな成果を積み重ねることを意識しました。ワークショップの実施やウェブサイトの整備な

ど、⾃分にできることから着実に取り組み、その成果を関係者と共有することで少しずつ信頼を得てい

きました。また、⼀方的に提案するのではなく、関係者の声を丁寧に聞きながら活動を進めることを心

掛けました。イノベーションとは新しい技術だけでなく、新しいつながりや機会を⽣み出すことでもあ

ると実感しています。

写真：配属先で開催した東大松尾研との

連携による公開授業

テクノロジーと社会をつなぐ架け橋に
ジンバブエ共和国

北本真唯

派遣期間：2025年4月～2026年12月

職種：マーケティング

   ジンバブエのハラレ工科⼤学(Harare Institute of

Technology) のイノベーションハブに所属し、⼤

学発のテクノロジーを社会へ届けるための活動を

⾏っています。マーケティングのワークショッ

プ、スタートアップ支援、企業や他⼤学との連携

促進などを通じて、テクノロジーと社会をつなぐ

役割を担っています。



 Q. どのような工夫ですか？ 

　私が活動する福祉センターにはリハビリの専門職がいないため、知識のないまま危険なリハビリを行

う場面が多く見られました。正しく安全な知識を広く普及させるため、プレゼンテーションと同時にブ

ックレットやポスター、動画など、イラストや写真を中心とした資料作りを行いました。また、女性支

援や多文化共生に関する活動では、参加者が体験を通して理解が深められるよう、説明のための模型や

カードゲーム、漫画やすごろくゲームも作成しました。男子生徒には妊婦体験も行っています。 

Q. どうしてそれを思いつきましたか？ 

　ベナンで実際に行われている啓発活動の手法も参考にしながら、対象者や場面に応じて動画やポスタ

ーの内容を工夫し、ベナン人や他の隊員と一緒に効果を確認しながら継続的に改善を重ねていきまし

た。 

Q. 取組を進める上で困難はありましたか？ 

　特にリハビリの分野では専門職がいないため、誰にどこまでの知識をどのように伝えるかは本当に悩

みました。同僚たちはもともと「リハビリですべての障がいは治せる」と考えていたため、子どもたち

の障がいをなくすことに重点を置いており、「治らない子どもにリハビリを提供する意味はない」と言

われたこともあります。また、障がいのある人や女性など、社会の中で十分に人権が守られていない

人々がいることや、それが問題として認識されていない現状は、活動を進める上で大きな困難でした。 

Q. それをどのように乗り切りましたか？ 

　リハビリでは、一人ひとりの子どもについて同僚たちと一緒に考えることで、「障がいを治すこと」

ではなく、「子どもたちがこれから社会の中でどのように生きていくか」に焦点を当てて話ができるよ

うになってきました。また、赴任当初は泣き声ばかりだったリハビリ室でしたが、今では子どもたちの

笑い声が聞かれるようになり、同僚たちの考え方にも変化が見られるようになったと感じています。女

性支援の分野では、同じ課題意識を持つ地域のNGOと繋がることができたことが大きな支えとなりまし

た。現在は、私が作成した資料がベナン人スタッフによる独自の研修でも活用されていると聞いていま

す。 

村上珠理

派遣期間：2024年11月～2026年11月

職種：作業療法⼠

　地域の福祉センターに配属されており、障がいの

ある子どもたちへのリハビリを主な活動としていま

す。また、地域のボランティアやNGOと協働し、地

域の女性たちへの性教育や布ナプキン作成支援、母

親たちへの子育て指導や栄養啓発、多文化共生に向

けたワークショップなども行っています。  

伝える工夫から始まった協働の輪
ベナン共和国

写真：地元のボランティアとともに

リハビリを行う様子



Q. 取組を進める上で困難はありましたか？

　取組を進める上での困難は、仕組みの継続性に対する懸

念でした。協⼒隊が在任している間は主体的に仕組みの運

⽤や改善を進めることができますが、任期終了後も運⽤が

継続されるかどうかは不透明でした。そのため、仕組みが

⼀時的な取り組みに終わり、現地に定着しない可能性があ

る点が⼤きな課題でした。また、現場の業務として追加負

担となる場合、更新が途絶え、結果的に仕組みそのものが

形骸化してしまう懸念もありました。

早川史織

派遣期間：2024年11月～2026年11月

職種：林業・森林保全

 サバ州森林開発公社のEco Forest Parkにて、環境教育の推進およびGIS（地理情報システム）

を活用した森林管理に関する活動を⾏っています。また、同公園の⼀般公開を通じて、地域住

民や来園者が森林や環境について学べる場の整備を進めています。特に、Eco Forest Parkを地

域に開かれた環境教育の拠点として確立するを⽬標としています。

  “植えて終わり”から“育て続ける関係”へ
マレーシア

写真：植林後の様子

Q. どのような工夫ですか？

　来園者が植林した⽊について、「植えた⽇・位置・樹種・写真」を記録し、さらに植林後も継続的に

成長の様子を確認できるWEBサイトを構築しました。GISを活⽤することで、植林した⽊の正確な位置

情報を地図上で可視化し、来園者⾃身が⾃分の植えた⽊の場所を直感的に把握できるようにしました。

これにより、来園者が⾃分が植えた⽊の成長を継続的に追跡でき、単発の体験で終わらず、植林後も長

期的に関わりを持てる仕組みを作りました。

Q. どうしてそれを思いつきましたか？

　現地では植林の記録や管理が十分に行われておらず、どこで、いつ、何の木が植えられたのかが把握

されていませんでした。そのため、植林された場所の管理が行き届いておらず、植えた木の状態を継続

的に追跡・確認していない状況となっていました。

　⼀方で、来園者にとっても植林が⼀度きりの活動、「植えて終わり」の体験になってしまう点に課題

を感じました。植林者が⾃分の⽊の成長を継続的に確認できる仕組みを作ることで、植林体験を単なる

イベントではなく、森林保全への継続的な関与や関心につなげられると考え、この仕組みを考案しまし

た。

Q. それをどのように乗り切りましたか？

　協⼒隊に依存せずに運⽤できる仕組みづくりを重視しました。入⼒項⽬を最低限の情報に限定し、更

新作業そのものも簡略化することで、現場の負担を最⼩限に抑えました。結果として、現在ではスタッ

フが植林された場所を把握しており、下草刈りなどの維持管理とあわせて、植えられた樹⽊の状態を継

続的に管理できる体制が整いつつあります。



Q. どのような工夫ですか？

　センターから配布するコンポストキットとリサイクルゴミの資源回収を組み合わせて、家庭から排出

される⽣ゴミ（全体の84％）とプラスチック・紙類・金属・ガラスなどのリサイクルゴミ（全体の

15％）を資源として有効利⽤する取り組みです。住民たちがこの活動に参加し、適切にゴミの分別を進

めてくれた場合、ほぼゼロウェイストを達成でき、ゴミの排出量を⼤幅に減らすことができます。

Q. どうしてそれを思いつきましたか？

　義母が市役所から配布される段ボールコンポストを使って⽣ゴミを堆肥化していて、ゴミが⼤幅に減

っていることを⽬の当たりにしていたことと、訓練所の図書室で高倉コンポスト法の成功事例を読んだ

ことがきっかけでした。環境教育と住民の分別⾏動を促す場づくりを組み合わせて、堆肥化と資源回収

によるリサイクルを推進できれば、ゴミの総量を⼤幅に減らすことができるのではないかと考えまし

た。

Q. 取組を進める上で困難はありましたか？

　「分別はメリットが⼤きい。難しくない。」と住民に知ってもらうこと、そこから「⾃分でもやってみ

よう。」と１歩踏み出してもらうことが⼤変でした。そして、継続してもらうことはもっと難しいで

す。せっかく家庭内で分別を始めても、住民たちは⾞などの移動⼿段を持っていないので、センターま

でリサイクル資源を持ってきてくれる人が少なかったことも、資源化を進める上で⼤きな課題でした。

加藤英嗣

派遣期間：2024年11月～2026年11月

職種：環境教育

　マラウイには、ゴミの分別や組織的なリサイクルの仕組みがなく、増加するゴミに廃棄物管理

体制が圧迫されています。最終処分場に送られるゴミを少しでも減らせるように、資源回収セン

ターを立ち上げて、ゴミの分別による⽣ゴミの堆肥化とリサイクルゴミの資源化を推進していま

す。市役所として、このセンターを運営することで、ゴミの資源化を仕組みとする事例づくりに

取り組んでいます。

写真：住民にコンポストキットを配

布したときの様子

ゴミの分別による資源化を仕組みにする取り組み
マラウイ共和国

Q. それをどのように乗り切りましたか？

　うまく分別やコンポスト化を進めている住民と⼀緒にコミ

ュニティを巡回し、住民同⼠で進め方をアドバイスしてもら

うようにしました。うまく取り組めていなかった住民が、次

の訪問のときに分別を進めてくれている様子を⾒たときは、

本当にうれしかったです。現在は、模範となる住民の事例を

教育動画として編集し、市役所のHPやSNSで配信する準備を

進めています。また、資源回収を活発にするために、回収量

に応じてポイントを付与し、野菜の種と交換できる仕組みを

整え、住民のインセンティブとなるように⼯夫しています。



Q. どのような工夫ですか？

　本活動では、単なるSNS投稿業務ではなく、「継続可能な情報発信の仕組み化」に重点を置いていま

す。具体的には、繁忙期と閑散期を踏まえたコンテンツ収集・発信の計画設計を行い、デジタル資産化

できる運用モデルを構築しました。

　また、⾃治体アカウント特有の制約を前提に、投稿前レビューを組み込んだワークフローを整備し、

ガバナンスとスピードの両立を実現しました。これにより、属人的な判断に依存しない運⽤体制への転

換を図っています。さらに、関係者との連携においては、従来の「依頼ベースの情報収集」から「現場

発⽣情報の共有・蓄積型モデル」へと移⾏し、発信効率の向上を現在も⽬指しています。

Q. どうしてそれを思いつきましたか？

　従来の運用では、イベント単位・投稿単位で情報発信が行われており、長期的なデータ蓄積が十分に

行われていませんでした。一方で、民間の観光系SNSではコンテンツの資産化や計画的な投稿設計が行

われている点に差異が見られます。

　このギャップを踏まえ、単発の広報活動ではなく「継続的に成果が蓄積される仕組み」としてSNS運

⽤を再設計する必要があると考えたことが発想の起点です。

写真：今年春、首都で開催した桜まつりの様子

須田百合有

派遣期間：2025年4月～2027年4月

職種：マーケティング

 　地方自治体における観光・文化分野の情報発信（主にSNS運⽤）を担当し、地域イベントや観

光資源のデジタル広報および発信体制の構築を⾏っています。

SNS運用の仕組み化と地域発信の定着
ジョージア

Q. それをどのように乗り切りましたか？

　運用面では、「素材収集→整理→投稿案作成→上長

確認→発信」というワークフローを明確化すること

で、判断負荷の分散と再現性の確保を行いました。

　また、関係者に対しては、SNSの成果を継続的に

共有することで徐々に「地域価値を高めるツール」

としての認識が広がり、協⼒的な姿勢の変化が⾒ら

れるようになりました。

Q. 取組を進める上で困難はありましたか？

　主な課題は、①自治体運⽤上の制約、②関係者間

のSNS活⽤意識の差、③国・地域ごとの文化・歴史

的背景の違い  の3点です。特に前職が民間企業であ

ったため、スピードや表現の⾃由度を重視する民間

SNS運⽤と、公平性・正確性・説明責任を重視する

⾃治体運⽤との違いへの適応が必要でした。



Q. どのような工夫ですか？

　病院には脊椎損傷や褥瘡、四肢切断など、幅広い疾患を持つ患者が来院していますが、以前は症例が

異なっていても、同じ栄養管理方法が⽤いられていました。患者や疾患ごとに代謝の仕組みが異なるた

め、私は症例に応じた栄養管理方法を提案しました。また、食事提供の際に食品の代替案について取り

決めがなく、主食の代わりに主菜を追加するなどの対応が⾏われていました。これに対し、食品の栄養

価ごとにグループ分けを⾏い、同じ食品群内で代替品を提案する仕組みをつくりました。その他、栄養

教育資料については、来院する患者の中には読み書きが難しい患者もいるため、文字を最⼩限に抑え、

視覚的に理解しやすい資料作りを心掛けました。

Q. どうしてそれを思いつきましたか？

　異なる症例に対して、同じ栄養管理方法が使われていることに違和感を覚えたのがきっかけです。日

本での経験や、エビデンスを持つ文献から見ても症例ごとに管理する必要性が強く、提案につながりま

した。また、栄養管理において必要な栄養量を満たした食事を患者に提供することが重要ですが、以前

は主食なしの食事や主菜中心の食事が当たり前のように提供されていました。

　食事は治療の⼀環であるため、これらを改善する必要があると考えました。栄養教育資料について

は、患者が資料を持ち帰っても活⽤できない場⾯を⾒て、読み書きが難しい患者でも理解できるように

改善しようと思ったからです。

Q. 取組を進める上で困難はありましたか？

　病院では以前から統一された形で栄養管理を行うのが一般的だったため、症例に応じた栄養管理方法

を提案してもすぐには受け入れられにくい場面がありました。また、食品の代替案についても、同じ食

品群内で調整する必要性を理解していない管理栄養士が多くいました。

　そのため、代謝の仕組みや栄養の偏りが身体に及ぼす影響を繰り返し説明する必要があり、理解を得

るまでに時間を要しました。患者向け資料については、これまでも前任者が作成してきましたが、活⽤

されずにデータのまま残っていることが多々ありました。私が任期1年⽬に作成した資料も使われてい

ない現状があり、継続的に利⽤してもらう⼯夫が必要でした。

Q. それをどのように乗り切りましたか？

　まず、日本の「普通」が必ずしも当たり前ではないこと、現場の慣習を変えるには時間がかかるこ

と、そして従来の方法にも理由や背景があることを自分の中で受け入れ、理解する努力をしました。　

　そのうえで、相⼿への説明や根拠の提⽰を繰り返し⾏い、なぜその取り組みが必要なのかを丁寧に伝

えることを意識しました。単に方法を押し付けるのではなく、背景や⽬的を共有することで少しずつ理

解を得られるよう努めました。

齋藤美友

派遣期間 ：2024年11月〜2026年11⽉、職種：栄養⼠

　ペルー国内唯一の国立リハビリテーションセンターに管理栄養⼠として派遣されています。 この

病院には、脊椎損傷や発達障害など、幅広い疾患を持つ患者が来院します。 主な活動は、患者向け

の栄養教育資料の作成や、症例に応じた栄養管理方法を同僚の管理栄養⼠に提案することです。

世界一の美食⼤国ペルーで⾏う栄養管理
ペルー共和国
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